
左京区まちづくり活動支援交付金交付要綱 
 
（目的） 
第１条 この要綱は、左京区基本計画を推進するために左京区内で自主的に取り組まれるまちづ
くり活動に対して交付する交付金に関し、京都市補助金等の交付等に関する条例及び京都市補
助金等に関する条例施行規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 
（交付対象団体） 
第２条 交付の対象とする団体（以下「交付対象団体」という。）は、既にまちづくり活動又は
事業活動を行っているか若しくは今後行おうとする団体で、法人格の有無を問わない。 

２ 前項の規定にかかわらず、交付対象団体には、次の各号に掲げるものを除く。 
 (1) 京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等又は同条第５号に規定する暴力

団密接関係者 
 (2) 政治上の主義若しくは施策を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とす

る団体 
 (3) 公職の候補者（公職の候補者になろうとする者及び公職にある者を含む。）若しくは政党

を推薦し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とする団体 
 (4) 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを目的とする団体 
 (5) 活動実体のない団体 
 (6) 前各号に掲げるもののほか、左京区長（以下「区長」という。）が交付金の交付を受ける

ことが不適当であると認める団体 
 
（交付対象事業） 
第３条 交付の対象とする事業（以下「交付対象事業」という。）は、第１条に定める趣旨に沿
い、まちづくりに寄与し、左京区内で交付日の属する年度末までに実施するもので、次の各号
いずれかに該当し、区長が適当と認めるものとする。 
(1) 左京区基本計画に基づき、地域の資源等を活用して地域の活性化、環境の保全、文化、福
祉、教育等の向上を図ろうとするもの 

(2) 前号に掲げる活動のうち、初めて自主的なまちづくりに取り組むもの（ただし他市区町村
で実施実績のある活動を除く。また、利用できるのは各活動につき１回限りとする。） 

２ 前項の規定にかかわらず、交付対象事業には、次に掲げるものを含まないものとする。 
 (1) 営利、又は学術・研究を主目的とする事業。 
(2) 左京区民の自由な参加を認めないもの 
(3) 政治上の主義若しくは施策を推進し、支持し、又はこれに反対することを目的とするもの 
(4) 公職の候補者（公職の候補者になろうとする者及び公職にある者を含む。）若しくは政党
を推薦し、支持し、又はこれに反対することを目的とするもの 

(5) 宗教の教義を広め、若しくは広めさせないこと又は信者を増加させ、若しくは増加させな
いことを目的とするもの 

(6) 思想、主義又は主張を広めることを目的とするもの 
(7) 交付金の交付決定までに実施するもの。ただし、やむを得ない事由により交付決定までに
実施しようとする場合において、あらかじめ区長が認めたときは、この限りでない。 

(8) 京都市の他の補助金等の交付を受けるもの 
(9) 過去に同一又は類似した事業内容で３回交付を受けたもの。ただし、類似事業かどうか
は、実施主体、事業目的、実施場所などを総合的に判断する。 

 
（交付対象経費） 
第４条 交付金の対象となる経費（以下「交付対象経費」という。）は、交付対象事業の実施の
ために必要な経費で、補助対象の期間内に支出されるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる経費は、交付対象経費としない。ただし、区長が交付
対象事業の目的、内容、効果及び経費の額等を総合的に勘案し、特に必要と認めた場合は、こ
の限りでない。 
(1) 団体を維持・運営する費用 
(2) 土地、建物、構築物、機械、車両、備品及びこれらに類する固定資産を購入し、建築し、
又は製造する費用 



(3) 団体の構成員に対する人件費 
(4) 飲食費（イベント等の当日に会場で講師や参加者に提供する簡素な茶菓、料理教室等イベ
ントの実施に必要な食材費を除く。） 

(5) 参加者の交通費 
(6) 宿泊費 
(7) 領収書がない、領収書の使途が不明など、事業に使用したことが確認できない経費 
(8) 前各号に掲げるもののほか、交付対象経費として不適当と認められる経費 

 
（交付金の額） 
第５条 交付金の額は、交付対象経費のうち、別表に定める額の範囲、かつ予算の範囲内で、区
長が交付金を交付しようとする活動の実施に必要と認める額とする。 

２ 天災地変やその他やむを得ない事情により交付金の交付決定を受けた活動の全部又は一部を
実施できなくなった場合は、その活動の実施準備に必要と区長が認める額を、交付金の額とす
る。 

３ 交付金の額は、１円未満の端数があるときは、それを切り捨てる。 
 
（交付の申請） 
第６条 交付金の交付を希望する団体は、区長が別に定める期日（以下「申請期限」という。）
までに、左京区まちづくり活動支援交付金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添え
て、区長に申請しなければならない。 
(1) 規約、定款、構成員名簿その他の活動内容が分かるもの 
(2) 事業計画書（第２号様式） 
(3) 収支予算書（第３号様式） 
(4) その他区長が必要と認めるもの 

 
（審査） 
第７条 区長は、前条の規定による申請があったときは、京都市左京区まちづくり活動支援交付
金審査会（以下「審査会」という。）に申請内容について調査及び審議することを求めるもの
とする。 

２ 審査会は、申請内容を調査するにあたり、申請者に説明を求めることができる。 
３ 審査会は、申請内容及び前項による説明について、公益性、公開性、独創性、実現可能性・
持続性（第３条第１項第２号の規定に基づくものは、チャレンジ性）の観点から審議し、審議
結果を区長に報告する。 

 
（決定及び通知） 
第８条 区長は、前条の規定による審議結果を尊重し、予算の範囲内で交付の可否、交付予定金
額、条件の有無及び内容を申請期限の翌日から起算して１箇月以内に決定するものとする。 

２ 区長は、決定後、左京区まちづくり活動支援交付金交付決定通知書（第４号様式）又は左京
区まちづくり活動支援交付金不交付決定通知書（第５号様式）により、申請者に対して決定し
た事項を通知する。 

 
（申請事項の変更等の承認） 
第９条 前条の規定により交付金の交付等の決定の通知を受けた団体（以下「交付団体」とい

う。）は、申請書又はその添付書類に記載した事項を変更しようとするとき（区長が認める
軽微な変更を除く。）及び交付対象事業を取りやめようとしようとするときは、速やかにそ
の旨を左京区まちづくり活動支援交付金申請事項変更等申請書（第６号様式）により区長に
申請しなければならない。 

２ 区長は、前項の規定による申請を受けたときは、これを審査し、申請を受けた日の翌日から
起算して１箇月以内に全部若しくは一部を承認し、又は承認しないことを決定し、その旨を左
京区まちづくり活動支援交付金申請事項変更等承認（不承認）決定通知書（第７号様式）によ
り交付団体に通知する。 

 
（完了の報告等） 
第１０条 交付団体は、交付金の交付等を受けた事業が完了したときは、事業完了後速やかに、



次に掲げる書類を添えて、左京区まちづくり活動支援交付金事業完了報告書（第８号様式）を
区長に提出しなければならない。 
(1) 収支決算書（第９号様式） 
(2) 領収書の写し 
(3) 支出明細書（収支決算書に記載しきれない場合） 
(4) 事業の実施状況が分かる写真 
(5) その他区長が必要と認めるもの 

２ 交付団体は、左京区役所が行う広報に必要な文書、図画及び電磁的記録を区長の求めに応じ
て区長に提供しなければならない。 

３ 交付団体は、左京区役所が行う報告会等で区長の求めに応じて必要な文書、図画及び電磁的
記録を用いて報告しなければならない。 

 
（交付金交付額の確定） 
第１１条 区長は、前条の規定による左京区まちづくり活動支援交付金事業完了報告書（第８号
様式）の提出を受けた場合において、当該事業の全部又は一部が適切に行われたと認めるとき
は、提出を受けた日の翌日から起算して１箇月以内に、適切に行われたと認める事業内容に応
じて交付金交付額を決定し、左京区まちづくり活動支援交付金交付額決定通知書（第１０号様
式）により通知し、交付金を交付する。 

２ 前項の規定にかかわらず、第５条第３項の規定に基づき控除されていない他補助及び対価収
入がある場合は、当該事業の総経費（交付対象経費外を含む）から、他補助及び対価収入を控
除等、調整したうえで、交付金交付額を決定する。 

 
（交付金の概算払） 
第１２条前条の規定にかかわらず、区長は、特に必要があると認めるときは、事業の完了前に第
８条第１項で決定した交付予定金額の２分の１以内の額を概算払することができる。この場合
において、交付団体は、第１０条第１項に基づく報告を行う際に精算書を提出しなければなら
ない。 

 
（交付金の交付取消し等） 
第１３条 区長は、交付団体が次の各号に該当するときは、補助金の交付決定を取り消し、交付
額の変更又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命じることができる。 

 (1) 不正の手段により、交付金の交付を受けようとし、又は受けたとき。 
 (2) 交付金を交付対象事業以外に使用したとき。 
 (3) この要綱の規定に違反したとき。 
２ 区長は、前項の規定により交付金の交付決定の取消し等の決定を行った場合は、左京区まち
づくり活動支援交付金取消等決定通知書（第１１号様式）により、交付団体に通知する。 

 
（補則） 
第１４条 この要綱に定めるもののほか、左京区まちづくり活動支援交付金の交付に関し必要な
事項は、区長が定める。 

 
   附 則 
（施行期日） 
 この要綱は、平成２４年４月９日から実施する。 
   附 則 
（施行期日） 
 この要綱は、平成２５年４月１５日から実施する。 
   附 則 
（施行期日） 
 この要綱は、平成２６年４月１日から実施する。 
   附 則 
（施行期日） 
 この要綱は、平成２７年３月２３日から実施する。 
    附 則 



（施行期日） 
 この要綱は、平成２８年４月１日から実施する。 
    附 則 
（施行期日） 
 この要綱は、平成２９年３月２８日から実施する。 
    附 則 
（施行期日） 
 この要綱は、平成３１年４月１日から実施する。 

附 則 
（施行期日） 
 この要綱は、令和２年４月１日から実施する。 

附 則 
（施行期日） 
 この要綱は、令和４年４月１日から実施する。 

附 則 
（施行期日） 
 この要綱は、令和５年２月１日から実施する。 

附 則 
（施行期日） 
 この要綱は、令和５年４月１日から実施する。 
 

別表（第５条関係） 
分野 区分 交付金の額 補助率等 
地域
活動
部門 

第３条第１項第１号の規定に
基づくもの 

300,000円 
以下 

交付対象経
費の１/２ 
（補助率） 
 

第３条第１項第１号の規定に
基づくもののうち、北部山間
地域の振興に関する分野で特
に公共性が高いもの、左京区
への移住・定住促進に関する
もので実効性の高いもの、及
び大学（研究室、ゼミ、研究
機関等）が申請・連携して行
うもの。 

300,000円 
以下 

交付対象経
費の２/３ 
（補助率） 
 

はじ
める
部門 

３条第１項第２号の規定に基
づくもの 

150,000円 
以下 

交付対象経
費の10/10 
（補助率） 
 

 


